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「令和７年度大学入学者選抜に係る大学入学共通テスト実施大綱の予告」及び 

「令和７年度大学入学者選抜実施要項の見直しに係る予告」について（通知） 

  

  文部科学大臣の下に置かれた「大学入試のあり方に関する検討会議」（文部科学大臣決定）に

おいて、令和６年度実施の令和７年度大学入学者選抜に向けて、記述式問題の出題のあり方や総

合的な英語力の育成・評価のあり方、平成 30年３月告示の新高等学校学習指導要領（以下「新学

習指導要領」という。）に対応した大学入学共通テストの科目構成等について御議論いただき、

令和３年７月８日に提言がとりまとめられたところです。 

また、新学習指導要領に対応した令和７年度大学入学者選抜に係る大学入学共通テストからの

出題教科・科目について、令和３年３月 24日付で独立行政法人大学入試センターから示されると

ともに、大学入学者選抜における多面的な評価に関する具体的な内容や手法、新学習指導要領の

下での指導要録を踏まえた調査書の在り方等について、「大学入学者選抜における多面的な評価

の在り方に関する協力者会議」（高等教育局長決定）において検討を行い、令和３年３月 31日に

審議のまとめがとりまとめられました。 

 これらを踏まえ、令和５年６月までに発出予定の「令和７年度大学入学者選抜に係る大学入学

共通テスト実施大綱」において定める出題教科・科目等及び令和６年６月までに発出予定の「令

和７年度大学入学者選抜実施要項」において変更する内容について、国公私立大学及び高等学校

関係団体の代表者等を構成員とする大学入学者選抜協議会での協議の結果、別紙１及び別紙２の

とおりとすることとしましたので、あらかじめお知らせします。 

 各国公私立大学におかれては、令和７年度大学入学者選抜において課す個別学力検査及び大学

入学共通テストの教科・科目の設定、入学志願者への予告等に遺漏のないようお取り計らい願い

ます。 

 特に、毎年度通知している「大学入学者選抜実施要項」において、「個別学力検査及び大学入

学共通テストにおいて課す教科・科目の変更等が入学志願者の準備に大きな影響を及ぼす場合に

は、２年程度前には予告・公表する」こととしていますが、新学習指導要領に対応した令和７年
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度大学入学者選抜において課す個別学力検査及び大学入学共通テストの教科・科目の設定等につ

いては、入学志願者の準備に大きな影響を及ぼすことが予想されることから、２年程度前を待た

ず、可能な限り早期に検討し、予告・公表するようお願いします。 

 なお、別紙１に関し、大学入学共通テストの出題科目の試験時間及び現行の教育課程（平成 21

年３月告示の高等学校学習指導要領に基づく教育課程）を履修した入学志願者に対する経過措置

については、決定次第速やかに公表する予定であることを申し添えます。 

また、本通知に伴い「「大学入学共通テスト実施方針」について」（平成 29年 7月 13日付け

29文科高第 350号文部科学省高等教育局長通知）及び「「大学入学共通テスト実施方針（追加

分）」の策定について」（平成 30年 8月 10日付け 30文科高第 366号文部科学省高等教育局長通

知）は廃止し、大学入学共通テストの実施に関し必要な基本的事項については、実施年度の前年

度６月に通知している大学入学者選抜に係る大学入学共通テスト実施大綱等において示してお

り、それによるものとします。 

 高等学校（中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部を含む。以下同じ。）を設置す

る各国公立大学におかれては設置する附属高等学校に対し、各都道府県・指定都市教育委員会に

おかれては所管の高等学校及び域内の市区町村教育委員会等に対し、各都道府県知事におかれて

は所轄の高等学校に対し、構造改革特別区域法第 12条第１項の認定を受けた各地方公共団体の長

におかれては認可した高等学校に対し、十分な周知をお願いします。 

 

 

（参考） 

 「平成 30 年告示高等学校学習指導要領に対応した令和７年度大学入学共通テストからの出題教

科・科目について」（令和３年３月 24日独立行政法人大学入試センター） 

  https://www.dnc.ac.jp/kyotsu/shiken_jouhou/r7ikou.html 

 

 「大学入学者選抜における多面的な評価の在り方に関する協力者会議（審議のまとめ）」（令和３

年３月 31日） 

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/106/toushin/mext_00685.html 

 

 

 「大学入試のあり方に関する検討会議（提言）」（令和３年７月８日） 

  https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/koutou/103/toushin/mext_00862.html 
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